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第 2 章、第 3 章では、二者間における取引、第三者与信取引に分けて、与信者の義務及
び責任について、既存の学説及び裁判例の紹介、分析がなされる。二者間の取引について、
与信取引の原型たる消費貸借は民法に要物契約として規定されているため、条文上は与信
者である貸主の契約上の義務を観念することができないところ、学説は、諾成的消費貸借
の構成を採り、与信者に対して貸す義務を課し、その違反に対して契約責任を負わせるこ
とを主張してきた。さらに、裁判例では、与信契約が成立しなくても、与信者は相手方が
損害を被らないように注意する信義則上の附随義務を負う場合があるとされ、また、与信
者が過剰与信を行い、又は説明義務に違反した場合には一定の法的責任を負うものとされ
る。第三者与信取引においては、二者間の与信取引において認められてきた上記のような
義務及び責任に加えて、特別法上及び判例上の展開が見られる。すなわち、消費者が販売
業者又は役務提供者に対して主張しうる抗弁権を与信者に対しても主張し(し、わゆる抗弁
の接続)、与信者から支払い済みの金銭を取り戻すことができるか(既払金返還)という
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問題、与信者の加盟店に対する監督・調査、過剰与信などの与信者による不当な取引行為
などの問題について、割賦販売法の改正等によって積極の対応がなされ、与信者の義務を
直接、間接に定める規定が設けられた。他方で、判例は、変額保険や不動産取引などの第
三者与信取引において、与信者の不当な勧誘や説明義務違反が不法行為責任を生じさせる
可能性を認めている。
このように、消費貸借の要物契約構成は早くから学説による批判の対象とされ、その後
も特別法及び裁判例によって、与信者に対して課される義務は拡大されてきた。しかし、
特別法による規律は、行政上の取締規定の性質を有するものが多く、そこから直ちに私法
上の効果が導かれるわけではなく、また、私法上の効果を有する規定が存する場合であっ
ても、その法的根拠や理論的構成は十分に検討されているとは言いがたい。他方で、判例
による解決は事後的救済にとどまっている。そこで、与信者の義務及び責任については、
特別法と民法とを架橋する理論的検討を進めることが重要な課題となる。この課題に応え
るべく、本論文は与信者の義務及び責任に関する制定法及び裁判例の蓄積が厚い、アメリ
カ法の検討に進む。
アメリカ法を紹介する第 4 章の概要は次のとおりである。まず、二者問、三者聞にかか
わらず、与信取引については、制定法たる貸付真実法によって、与信者が契約の各段階に
おいて情報の開示義務を負うことが定められ、与信者が開示義務に違反する場合には、借
主は与信者に対して契約の解除及び損害賠償を求めることができるとされる。
二者間の与信取引については、いわゆる「貸手責任(レンダー・ライアビリティ) J と
して、伝統的なコモン・ローの法理及び制定法に基づき、与信者は様々な義務を負担し、
これらの義務に違反する場合には、契約責任又は不法行為責任が追及される。例えば、契
約の履行段階において、与信者には誠実かっ公正な取引の義務が課され あるいは、与信
者と借主との聞に「信認関係」があるとして、与信者の不実表示など信認義務違反が問わ
れる。第三者与信取引の分野においては、判例上、悪質な販売業者又はサービス提供者に
勧誘され、取引に入る消費者は、それらの業者の事業と密接に関連する与信者に対して、
手形上の抗弁を主張することができるという「密接な関連理論j が形成されてきた。与信
者が販売業者あるいはサービス提供者の事業をコントロールするような場面では、代理理
論の適用により、与信者がそれらの業者が行った詐欺的行為に対して責任を負うとの結論
が導かれる。
続く補章においては、筆者の出身国である中国における与信取引の形態、関連する法規
定、与信取引に関して生じている実際上の問題が紹介され、日本法及びアメリカ法の議論
が将来中国において発生しうる問題やその対処方法を考える際に、参考に値することが指
摘される。
結語と題される最終章においては、日本法とアメリカ法における与信者の義務及び責任
に関する考え方の差異及び共通点が分析される。第一に、両国とも制定法により与信者の
義務を定めているが、効果に関して、日本法は取締規定にとどまるものが多いのに対し、
アメリカ法では、開示義務違反の効果として、契約の解除まで認められているという特徴
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がある。次に、判例上は、一般的な契約法理、不法行為法理に基づいて与信者の注意義務
及び責任が導かれるとしづ共通点がある。最後に、第三者与信取引については、アメリカ
法における与信者と販売業者との密接な関連ないしコントロールの関係という観点は、日
本法において提携関係の一体性が与信者の責任を構成するために重要な要素とされるこ
とと共通する。これらの観点ないし要素は、与信者の不適切な関与行為に責任の裏づけが
求められているものと理解することが可能であるとされ、与信者が一種の「本人責任」を
負うとしづ解釈が示唆される。もっとも、本人責任の構成は試論として提示されているも
のであり、継続的な与信取引や過剰与信の問題まで、視野に入れたより包括的な研究を通じ
ての理論の構築は、今後の課題とされる。
論文審査結果の要旨
本論文は、アメリカ法を比較対象とし、銀行以外の与信者による第三者与信取引まで視
野を広げ、日本法における与信者の責任に関する割賦販売法等の特別法の規律と民法上の
一般理論とを架橋することにより、与信者の義務及び責任に関する理論の構築を目指す意
欲的なものである。
与信者の法的責任に関する研究には、アメリカにおいて銀行による融資責任をめぐって
展開された「貸手責任論」及び日本の特別法による個別の規律に則した解釈、立法論を中
心に、一定程度の蓄積があったところ、本論文はそれらの既存研究の間隙を埋めるもので
ある。
従来のアメリカ法の貸手責任論の紹介では二当事者間取引における銀行の責任が問題
とされていたのに対して、本論文が扱うホーム改築に伴う第三者与信取引をめぐる学説、
判例の動向はこれまで詳細に紹介されたことのなかった部分である。また、本論文が、与
信者の責任の拡大を、民法の消費貸借契約の要物性に対する批判にさかのぼり、契約上の
附随義務論と関連づけて位置づける点、及び、萌芽的なものとはいえ、第三者与信取引に
おける与信者の責任を与信者の関与行為自体に根拠を有する自己責任として構成する方
向を示唆している点は、消費者保護等の政策論と一線を画して、与信者の義務及び責任を
基礎づけようとする姿勢を示すものとして注目される。
筆者の問題意識の根底には、急速な経済成長に伴い、多様な与信取引の展開が予想され
る中国において、その法規制の基盤が整っていないことに対する危機感が存する。本論文
で行われた日本法とアメリカ法との比較法研究は、中国法において与信者の義務及び責任
に関する法解釈論を構築するための基礎を提供しうるものと評価できる。
本論文については、提示されている与信者の義務及び責任の根拠論が試論の域を出てい
ない点への批判が可能である。この点は、筆者が本論文において、政策論や機能論を控え、
敢えて理論構成へと焦点を合わせた結果、かえってそのような政策や機能に対する謙抑的
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な態度が、確固たる理論構築に迷いを生じさせた面があり、今後、筆者が中国法を中心と
する実践的関心に立ち返った後に、再度、理論的検討を進めていくなかで、展開を見るこ
とが期待される。筆者自身も、この点を今後の課題として自認しているところである。ま
た、本論文には、日本法の消費貸借契約の性質をめぐる学説、裁判例の状況やアメリカ法
上の判例を紹介する部分に、冗長な記述が散見されるという問題も認められる。
しかし、これらの点を考慮、しでも、上記で述べた本論文の評価は基本的に損なわれるも
のではなく、筆者が、本論文を基礎として、今後、その本国たる中国の法学に寄与するこ
とは疑いのないところである。
以上により、本論文を博士(法学)の学位を授与するに値するものと認める。
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